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１ 中山間地域再興ビジョンとは

１ ビジョンの構成

 ビジョンは、「①将来ビジョン」と「②アクションプラン」の大きく２つから構成
する。

①将来ビジョン

 中山間地域の「10年後（Ｒ15年度）に目指す将来像」と、それが実現した「テーマ
ごとの10年後の姿」を、具体的な数値目標とともに明記するもの

②アクションプラン

 「①将来ビジョン」の実現に向けた４年間の行動計画であり、具体的な行動とＫＰ
Ｉ（成果を客観的に評価する指標）を明記するもの

２ 計画期間

 アクションプランの期間である４年間（令和６～令和９年度）を計画期間とする

３ 対象地域

 地域振興５法（※）の対象地域、全34市町村が該当
      （27市町村（全域）、7市町村（一部））

※ ① 過疎地域持続的発展支援特別措置法 
    ② 特定農山村法
    ③ 山村振興法  
    ④ 半島振興法  
    ⑤ 離島振興法

：中山間地域

　面　積（k㎡） 人　口（人）

県全体 中山間地域 割　合 県全体 中山間地域 割　合

7,104  6,627 93.3% 691,527 264,046 38.0%

４ 連携・協働によるビジョンの推進

 中山間地域の再興に向けては、市町村はもとより、地域の皆さん、地域の事業者の
皆さんと県が、目指す姿や目標を共有し、一体となって取り組んでいくことが何より
も重要。

 そのため、ビジョンの策定にあたっては、市町村長、JAなど関係団体、県内66箇所
全ての集落活動センター、地域で活動されるグループや組織など、合わせて142団体
546人の皆さんから、地域の実情や課題、県へのご要望などについてお伺いし、ビ
ジョンに反映したところ。

 ビジョンの実行にあたっては、引き続き、多くの方のお声をお聞きし施策のバー
ジョンアップを図りながら、官民協働、市町村との連携協調のもと、全力で取り組む。

市町村中山間振興・交通部

関係部局

産業振興推進
地域本部

県

地域産業振興監

＜地域の総合支援窓口＞

連携
支援

地域支援企画員

５ ビジョンの推進体制

 知事をトップに関係部局で構成する庁内組織「中山間総合対策本部｣及び、地域づ
くり活動の実践者や学識経験者等で構成する「中山間地域再興ビジョン推進委員会
（仮称）」において、PDCA サイクルにより取組状況を点検・検証し、必要な対策の
追加や見直しを行い、毎年度、ビジョンの改定を行う。

　【役割】　ビジョンの進捗状況の検証・評価、修正・追加にかかる検討
　【メンバー】地域づくり活動の実践者や学識経験者　など

中山間地域再興ビジョン推進委員会

　【役割】　ビジョンの進捗管理、課題事項の検討・調整　など
　【メンバー】　知事、副知事、関係部副部長、地域産業振興監

中山間総合対策本部

令和３年度集落実態調査より作成 1



２ これまでの中山間対策

主な取り組み 主な成果

・飲料水や生活用品の確保、地域交通の維持・確保に向けた取り組 
 みのほか、鳥獣被害対策を推進。
・住民に身近な地域での支え合いの仕組みづくりや、福祉サービス
 の充実による安全・安心の確保、地域医療体制の確保、地域防災
 力の強化等の取り組みを推進。

・生活用水施設の整備  390地区（R4年度末）
・野生鳥獣被害額の減少
 359,776千円(H24年度)⇒100,045千円(R4年度)
・あったかふれあいセンターの整備か所数 
 346か所（R4年度末、 拠点及びサテライト含む）

・地域包括ケアシステムの推進協議体設置ブロッ
ク数 ２か所（R4年度末）   など

・住民主体で地域の活性化に取り組む「集落活動センター」の設立
を支援するなど、地域課題の解決や集落の維持・再生に向けた仕
組みづくりを推進。

・地域おこし協力隊の導入や移住促進等を通じた、各分野の担い手
の育成、確保に向けた取り組みを推進。

・集落活動センターの開設数
 65か所（R4年度末）
・地域おこし協力隊の人数 230人（R4年度末）
・県外からの移住者数 1,185組 1,730人（R4）
                    など

主な取り組み 主な成果

・産業振興計画に基づき、農林業などの中山間地域の基幹産業の振
興や観光による交流人口の拡大、地域の商業の活性化等を推進。

・中山間地域の特性を活かしたビジネスの創出や特定地域づくり事
業協同組合の設立支援など、多様な働き方を実現する仕事づくり
を推進。

・地域アクションプランの取り組みによる雇用の  
 創出数    1,971人（H21~Ｒ4年度の累計）
・特定地域づくり事業協同組合の設立数 
   ２か所（R４）             など

・通信環境の整備、高度化を進めるとともに、各分野におけるデジ
タル技術の活用を推進。

・光ファイバ整備率  99.53％（R4 世帯ベース、県全体） 

・ヘルスケアモビリティ導入か所数 ２か所
・中山間の小規模高等学校等における
 遠隔授業・補習の実施校数 授業14校、補習18校
                           など

柱１「くらし」を支える

「くらし・活力・しごと」における
デジタル技術の活用

柱３「しごと」を生み出す

柱２「活力」を生む

主な取組と成果

 中山間地域では、県全体を上回るスピードで人口減少や高齢化が進み、多くの集落で、地域活動や産業の担い手不足、日常生活に必要な機能やサービスの低下が年々深刻化。

柱３　「しごと」を生み出す　
～所得向上と雇用創出～
Ⅶ　基幹産業の振興
Ⅷ　新たな生業、仕事づくり

柱１　「くらし」を支える
～暮らし続けられる環境づくり～
Ⅰ　生活環境づくり
Ⅱ　安全・安心の確保

「くらし」「活力」「しごと」の３つの柱と８つの施策で中山間対策を推進!!

柱２　「活力」を生む　
～地域を支える活力の創出～
Ⅲ　集落活動センターの推進
Ⅳ　小さな集落の活性化
Ⅴ　中山間の人づくり
Ⅵ　デジタル技術の活用

 中山間地域の人口はS35以降減少が続いており、減少率は県全体を上回る。  高知市以外の高齢者数は近年横ばいとなっており、今後減少が見込まれるものの、人口減
少により高齢化率は増加している。
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図１ 人口の推移

H24~中山間対策を
抜本強化
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 このため、県では、平成24年度から中山間対策を抜本強化。さらに令和
４年度からは、集落実態調査の結果を踏まえ、「地域住民が支え合い、暮
らし続けることができる持続可能な中山間地域の実現」を目指して、３つ
の柱「柱１「くらし」を支える」「柱２「活力」を生む」「柱３「しご
と」を生み出す」で総合的な中山間対策を推進。
 あわせて、「くらし・活力・しごと」の面において、デジタル技術を積
極的に活用し、中山間地域の課題解決や活性化を図る取り組みを推進。
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３ 現状と課題

１ 人口減少

○この負の連鎖を断ち切るためには、Ｕターンを含む移住促進など、中山間地域に人を呼び込む施策に加え、中山間地域で就職する若者の増加を図ることなどによって定住を促進
し、中山間地域の人口流出を抑える施策の強化が必要。

○あわせて、より多くの女性に地域に残り、あるいは戻ってきてもらえるよう、これまで男性中心とされてきた建設業や一次産業などの職場への女性の進出を後押しし、若い女性
が生き生きと生活できる環境を整備するとともに、地域に根強く残る固定的な性別役割分担意識の解消に努めることが重要。

○加えて、地域の若者の結婚や出産の希望を叶える施策や安心して子育てできる環境づくりを強化することにより、持続可能な人口構造への転換を実現させ、中山間地域に再び活
力を取り戻すことが必要。
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未婚化の進展

図２ 50歳時未婚割合の推移

高知市以外の50歳時未
婚割合は男女ともに全国
平均を上回る

婚姻数の減少 出生数の減少

令和３年度 高知県集落実態調査の結果

問  集落代表者から見た集落の課題
 ：集落で困っていること（課題や悩み）

「人口減少」：68.8％  

「地域に若者がいない｣：55.2％ 

「集落活動の担い手不足」：45.5％ 

「集落長のなり手（ﾘｰﾀﾞｰ）がいない」 

：35.4％

若者世代、特に女性の人口流出

1,441 
1,694 1,584 

1,791 
1,598 1,485 1,387 

1,034 
1,274 

-500 

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

50歳以上 35～49歳 15～34歳 0～14歳（人）

転出

転入超

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」

 
H30～
R4計

 総数（a） 6,778
  男 3,130
  女（b） 3,648

b/a 53.8%

高知市以外の転出超過数のほとんどが15歳から34歳の若者
※年平均1,476人（H26∼R4）

　　　　　　進学や就職が主な要因

図１ 転出超過数の推移（高知市以外、年齢階級別）

15~34歳の転出超過数
の男女構成

 

高知市 高知市以外

Ｒ2人口
（15-34歳）

増減
（H22比）

減少率 Ｒ2人口
（15-34歳）

増減
（H22比）

減少率

 男性 27,829 ▲ 6,941 ▲ 20.0 27,355 ▲ 9,407 ▲ 25.6

 女性 28,972 ▲ 8,666 ▲ 23.0 23,654 ▲ 9,219 ▲ 28.0

 男女計 56,801 ▲ 15,607 ▲ 21.6 51,009 ▲ 18,626 ▲ 26.7

表１ 若者世代（15歳～34歳）の人口減少（H22～R2）

高知市以外では女性の人口
が男性に比べて大幅に少ない

 
○これまでの対策により多くの成果が得られた一方

で、人口減少や少子高齢化には歯止めがかかって
いない。

○また、将来生まれてくる子どもの親となる若者世
代（特に女性）の流出が顕著。

○若者の流出に伴い婚姻件数は減少。少子化がより
進行し、人口はさらに減少。人口減少が、中山間
地域の集落の活力低下や産業の衰退、暮らしの不
便を招き、さらなる若者の流出や人口減少につな
がっていくという負の連鎖が加速しつつある。

住民が将来に不安を抱いている
現状を改めて確認
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女性の人口の減少、未婚化の進展、婚姻数の減少に
より、出生数は大幅に減少
　　※出生数30人以下市町村(R3)：20市町村
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図３ 婚姻数の推移

高知市以外の婚姻数はこの10年間で３分
の２程度に縮小
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３ 現状と課題

２ くらし

○中山間地域における買い物環境や移動手段の確保については、高齢化の進展によりそのニー
ズが高まる一方で、人口減少の進展に伴ってサービスの維持確保が困難になっていくことが
懸念される。

○鳥獣被害対策については、被害額は年々減少しているものの、依然として１億円を超える被
害が発生。また、高齢化の進展等により、捕獲を行う狩猟者が年々減少。

○医療、福祉分野においては、高知版地域包括ケアシステムの推進により、在宅での暮らしを
希望する方が住み慣れた地域で暮らし続けるようにするための介護予防、在宅療養、認知症
のそれぞれの取り組みが県内各地で実施されつつある。

 一方で、訪問診療・看護・介護のサービス量には地域偏在があり、施策間の連携が不十分な
面も認められる。

○県土の９割を占め、県民の４割が暮らす中山間地域の再興なくして県勢浮揚はなし得ない。

○この考えのもと、「中山間地域再興ビジョン」において、中山間地域を再興し、人口を維持、早期反転、安定化させることで、県全体の人口構造を下支えし、もって県土の      
持続的な発展を目指す。

○そのためには、県と市町村が連携し、中山間地域の若者と子どもの人口のこれ以上の減少を食い止め、増加に転じさせることで、人口の若返りを図り、持続可能な人口構造へと
転換することが何よりも重要であることから、ビジョンの目指す姿の中心に「若者の人口増加」を掲げ、少子化対策と一体となった新たな中山間対策を推進する。

※進学や就職、結婚、出産はそれぞれの自由な意思決定に基づくことであり、多様な価値観や考え方が尊重されるべきであることを前提として、若者のこれらの希望が叶えられる
高知県を目指す。

３ 地域の活力

○集落活動センターが県内66カ所（R5.9月時点）に広がり、住民主体で地域の課題解決に取り
組む仕組みづくりが進んだ一方、コロナ禍における地域活動の停滞等により、近年は新たな
集落活動センターの立ち上げが頭打ち。

○人口減少や少子高齢化の進展により、産業や地域の担い手不足は一層深刻化。リーダーや後
継者の不在により、集落活動の維持や、地域の伝統的な祭りや民俗芸能の継承が困難となる
集落も現れる。

４ しごと

○産業振興計画の取り組みを通じて、各産業分野における高付加価値化や省力化・効率化を推
進し、就業者一人あたりの産出額等が増加。

○一方で、人口減少に伴う産業の担い手不足やコロナ禍の影響等により、産業振興計画の取り
組みによる雇用創出は、第4期計画（R2～5、4年間）の目標（4千人）の達成は厳しい状況。

○中山間地域には若者や女性が魅力を感じる仕事が少なく、若者流出の一因になっている。

５ デジタル技術の活用

○山間部や離島などの条件不利地域においては、採算性や立地条件の制約などから、光ファイ
バなどのブロードバンドが整備されていない地域が存在。

○デジタル技術を活用した飲料水や生活用品、移動手段の効率的な確保のための仕組みづくり、
オンライン診療などの先行的な取り組みは、一部地域での実施にとどまっている。

4 基本的な考え方

○引き続き、デジタル技術の活用等により、中山間地域の暮らしを支える生活環境づくりや、

多様なニーズに対応できる医療・福祉サービスの確保に取り組むことが必要。

○集落活動の活性化に向けて、センターの新規開設や取り組み継続への支援を強化するととも

に、関係人口の創出や世代間交流の促進に取り組むことが必要。

○地域の誇りであり、活力の象徴である伝統的な祭りや民俗芸能を次世代に引き継ぐため、担

い手の育成・確保や文化の保存・継承の取り組み等への支援を強化することが必要。

○一次産業や建設業などにおけるデジタル技術の導入等により生産性の向上や省力化を図り、

女性の進出を後押しする環境を整備するとともに、若年層の収入拡大につなげることが必要。

○起業や事業承継を一層促進すること等により、若者が魅力を感じ、地元で就業しやすい環境

を整備することが必要。

○引き続き、ブロードバンド未整備地域の解消に取り組むとともに、無線ブロードバンドなど
の方法による整備も検討していく。

○あわせて、デジタル技術を活用した各分野の取り組みの横展開を加速することなどにより、
地理的な条件不利性がもたらす様々な課題を克服していくことが必要。

4



地域に若者が増えた持続可能な人口構造のもと、デジタル技術の活用などにより、地域で安心して生活ができる環境が
維持され、地域に多様な仕事があり、誰もが将来に希望を持って暮らし続けることができる、活力ある中山間地域
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＜数値目標（10年後）＞　
「目指す将来像」の実現のため
に目指すべき重要な目標

 柱２    くらしを支える
     生活環境づくり

 生活用水や生活用品、
移動手段等、暮らし続
けるために必要となる
生活環境が維持されて
いる。

     安全・安心の確保

 地域での見守り機能が維
持されるとともに、地理的
条件が不利な地域において
も、医療・福祉サービスへ
のアクセスが確保されてい
る。また、地域の防災力が
高まっている。

〈数値目標（10年後)〉

 ○ 居住地における買い物手段の確保 100％
 ○ 居住地における移動手段の確保 100％
 ○ 居住地における医療の提供 100％ 
 ○ 居住地における在宅介護サービスの提供 100％

 柱３  活力を生む
    集落の活性化

 集落活動センターや
「小さな集落」等、住民
主体の組織が中心となり、
多様な人材が交流しなが
ら集落の活性化に向けた
取り組みが行われている。

    地域の伝統的な 
祭りや民俗芸能の
維持・継承・活用

 地域の伝統的な祭りや
民俗芸能が継続して催さ
れ、地域が賑わい、次世
代へ引き継がれている。

〈数値目標（10年後)〉

 ○ 集落活動センター開設数：95ヵ所（R5.6月末時点 66ヵ所）

 ○ 活動を継続している無形民俗文化財（国・県・市町村指定）   
の数 ： 120件（Ｒ4年度：95件）

 ○ 世界無形文化遺産の登録数：11件(風流踊、神楽)（R4末：0件）

 柱４  しごとを生み出す
    基幹産業の振興と地域 

の資源を活用した付加
価値の高い産業の創出

 農林水産業等の生産性向上が
図られ、若者が新たな担い手と
して活躍している。また、地域
の食・自然・文化を生かした付
加価値の高い産業が展開され、
若者の雇用が生まれている。

    起業等による仕事の 
創出

 移住者や地域の若者等の起業
や継業により、地域の魅力や活
力が高まっている。また、Ｉ
Ｔ・コンテンツ企業等の立地や、
都市部から移住しリモートワー
クをする若者が増えている。

〈数値目標（10年後)〉

 ○ 就業人口（15～64歳）の増加（R2：129,591人）
 ○ 女性就業者数（15～34歳）の増加（R2：12,848人）
 ○ 起業件数の増加 （R２：262件※）※起業を含む開設事業所数

૯
ᅆ

    デジタル技術の活用

 中山間地域のニーズに合った通信環境が整備され、日常生活の不便さや担い手不足等、中山間地域の様々な         
課題を解決するためにデジタル技術の活用が進んでいる。

〈数値目標（10年後)〉
○ 居住地等におけるブロードバンド整備率  
 ：100％（R4末：99.13％） 

第２策 第３策 第５策 第７策

第８策

第６策第４策

①若者のうち、減少、流出の著しい34歳以下の人口について、　
中山間地域のすべての市町村で令和４年よりも増加を目指す

②出生数について、中山間地域のすべての市町村　
　で令和４年よりも増加を目指す

　（※）付きの数値目標については、達成度の評価にあたって県全体の数値を使用する。　

柱１ 若者を増やす

    若者の定着・増加と人づくり 

 県外からの移住や地元での定住により若者、特に女性が増加し、産業や地域活動等の担い
手として活躍している。多くの子ども達が、地元で学びながら地域と関わり、郷土への誇り
と愛着が育まれている。

〈数値目標（10年後)〉
○ 県外からの年間移住者数（※）：5,000人以上 （R4：1,185組1,730人）

○ 地元高校への進学率：50％（R５年度入学31.3％）

○ 県内就職率（※）：高校生75％､専門学校生80％､県内大学生42％、県外大学生28％ 
   R5.3卒実績：高校生71.6％､専門学校生72.8％､県内大学生36.0％             

県外大学生21.3％

○ すべての市町村で20～34歳の年齢層における女性の割合がR2全国平均（49％）を上回る

○ 婚姻件数の増加（R４：972組） 

５ 10年後の将来ビジョン

柱１  

柱２   柱３   柱４  

૯
ᅆؙ

ؙ

第１策
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　安全・安心の確保

　若者を増やす

デジタル技術の活用横
串　　

柱1　　

若者の
定着・
増加と
人づくり

くらしを支える柱２　　
生活環境づくり 地域の伝統的な祭りや

民俗芸能の維持・継承・活用

活力を生む柱３　　
集落の活性化 　起業等による仕事の創出

しごとを生み出す柱４　　
基幹産業の振興と地域の資源を　　　
活用した付加価値の高い産業の創出第2策　　 第3策　　 第4策　　 第5策　　 第6策　　 第7策　　

第8策　　

１　移住・定住の促進
　○若者や女性をターゲットとしたUターン・Iター

ンの促進
　
　○空き家の掘り起こし

　○地域おこし協力隊の確保・育成
　○特定地域づくり事業協同組合の設立の
　　 促進
  ○関係人口へのアプローチ強化

２　新規学卒者等の県内就職の促進
　○県内就職に関する情報発信と県内企業の採用力向上の    

支援

　○地域への理解と愛着を育むキャリア教育等の推進

７　文化芸術とスポーツの振興
　○「国民文化祭」の開催
　○地域に根ざした住民主体の スポーツ活動の推進

３　女性活躍の環境づくりの推進
　○働きやすい職場づくりの推進
　○建設業における女性活躍の支援
　○農林水産業における女性や若者をターゲットにした担い手

の育成・確保
　○女性デジタル人材の育成支援

４　出会い・結婚・出産・子育てへの支援
　○多様な交流機会の拡充と結婚支援

　○理想の出生数を叶える施策の推進
　○住民参加型の子育て支援

１　生活用水や生活用品を確保する
　　ための環境整備
　○生活用水の確保に向けた環境
     整備

　○生活用品を確保するための環境
　　づくり

２　地域交通の維持・確保
　○市町村内のきめ細かな移動手段

の充実・確保に向けた支援

　○県境や市町村をまたいで運行され
る移動手段の確保に向けた支援

　○県内外でのPRを通じた運転士の　　
確保

３　鳥獣被害対策等の推進
　○有害鳥獣の捕獲推進
　○狩猟者の確保・育成

１　地域医療体制の確保
  ○へき地医療の体制確保
  ○オンライン診療による医療提供体

制の確保

２　高知型地域共生社会の推進
　○あったかふれあいセンターの機能強化　　　　　
○住民参加型の子育て支援 【再掲】

３　福祉介護サービスの充実支援
　○高知版地域包括ケアシステムの

深化・推進

　○福祉・介護人材の確保対策と　
介護現場の生産性の向上

４　地域防災力の強化
　○自主防災活動の活性化
　○土砂災害が発生しても犠牲者ゼ

ロとなる県土づくり
　○中山間地域の実情に応じた道路

の整備
５　安全安心に暮らせる社会づくり
　○消費者問題に関する身近な　　

地域での啓発の充実

１　集落活動センターの推進
　○集落活動センターの設立と活性

化の推進

　○小さな集落活性化の横展開によ
る地域活性化の仕組みづくり

２　農村の保全
　○農村型地域運営組織（農村

RMO）の形成推進による集落
の活性化

３　多様な世代が交流する「場」の　　
創出

　○県立大学による地域の活性化・
人材育成の仕組みづくり

　○関係人口へのアプローチ強化
　　【再掲】

１　地域の伝統的な祭りや民俗芸
　　能の維持・継承・活用
　○学生や企業等との連携による民

俗芸能等の担い手確保
　○民俗芸能の収益力向上と観光

ルートづくりへの支援
　○伝統的な祭りや民俗芸能の保

存活動・用具整備等への支援

　○「国民文化祭」の開催【再掲】
　○伝統的な祭り・民俗芸能のデジ

タルアーカイブ化
２　世界無形文化遺産への登録を

目指す取り組みの推進
　○国重要無形民俗文化財・ユネス

コ世界無形文化遺産への登録
を目指した取り組みの推進

１　農林水産業の振興
　○農業のデジタル化による生産性の向上

　○スマート農業の推進による労働生産
性や反収の向上

　○スマート林業の推進
　○デジタル技術を活用した効率的な漁

業生産体制への転換（高知マリン
イノベーションの推進）

　○集落等における特用林産の振興
２　地域の資源を活用した付加価値の　

高い産業づくり
　○産業振興センターによる企業伴走支援
　○アドバイザーの派遣や補助制度等に

よる商品開発や生産性向上の促進

　○「極上の田舎、高知。」をコンセプトと
した観光商品づくり

　○宿泊施設を中心とした長期滞在の　　
促進

３　産業人材の育成　
　○土佐まるごとビジネスアカデミーによる

産業人材の育成

１　地域産業の振興
　○地域アクションプランの取り組みに

よる雇用創出

２　企業誘致の推進
　○企業立地の推進

　○新たな工業団地の開発
３　起業や事業承継の促進　
　○起業に関する学びの機会の創出

や伴走支援による新たな生業、
仕事の創出

　○事業承継ネットワークによる円滑
な事業承継の促進

　○地域商業機能の維持

１　情報通信基盤の整備促進
　○光ファイバ等の整備

　○携帯電話の不感地の解消

２　デジタル技術を活用した中山間地域の課題解決
　○遠隔教育の推進【再掲】
　○オンライン診療による医療提供体制の確保【再掲】
　○伝統的な祭り・民俗芸能のデジタルアーカイブ化【再掲】
　

３　デジタルデバイドの解消
　○高齢者等へのデジタルデバイド対策の推進　

○農業のデジタル化による生産性の向上【再掲】

○スマート林業の推進【再掲】
○デジタル技術を活用した効率的な漁業生産体制へ

の転換（高知マリンイノベーションの推進）【再掲】

第1策　　 ６　中山間地域の教育の振興
　○中山間地域における高等学校の魅力化促進
　○遠隔教育の推進

５　「共働き・共育て」の推進
　○職場及び地域社会における固定的な性別役割　　　　

分担意識の解消

県外からの移住者数
 ：3,000人以上（1,730人）

県内就職率（県内出身県外大学生）
 ：24.0％（21.3％）

主な４年後（R9年度）ＫＰＩ　

( )内はR4年度現状値

県マッチング事業での成婚数
 : R6-9累計160組（24組）

県内企業における男性の育児休業取得率
　：64％（R3:15.8％）新規就農者数：280人（196人）

空き家の掘り起こし件数
　：1,590件（R4見込:1,075件）

中山間地域の高校における遠隔授業等受講
生徒の進路実現率：100％（87％）

生活用水施設デジタル技術
導入地区数(累計)：16地区（2地区）

デマンド型交通の導入市町村数

：34市町村（15市町村）

無医地区・準無医地区内の住民に身近な
場所におけるオンライン診療体制の整備率
 ：15市町村〈100％〉（2市町村〈13％〉）

在宅介護サービスの充足率
：100％（96.34％）

集落活動センターの設立
　：83か所（65か所）

国の交付金を活用した農村ＲＭＯ
の数（累計）：８（４）

県文化財保存事業費補助金（民
俗芸能の公開、伝承、用具整備
等への補助）を交付した団体数
　：R5-9累計180団体（9団体）

ＩoＰクラウドSAWACHI利用農家数
　：3,530（740）

新たな観光商品数：200商品（0）

地産外商公社が支援する企業の
県外売上額：478億円（410億円）

地域ＡＰによる雇用創出数

　：R6-9累計400人（R2-4累計232人）

企業立地件数

　：R6-9累計36件（R2-4累計27件）

県のサポート（こうちスタートアップパーク）

による起業件数
：R6-9累計100件 （R1-4累計59件）

住民が希望する居住地における光ファイバ等整
備率（世帯ベース）　：100％（99.13％）

ＩoＰクラウドSAWACHI利用農家数：3,530（740）

6 中山間地域再興ビジョンのアクションプラン概要

全128のアクションプラン（うち主要なアクションプラン：65）により、少子化対策と一体となった新たな中山間対策を進める。
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●関係人口創出・拡大事業委託料　　　　　　　　　　
　　ゆる県民倶楽部の会員を対象とした地域体験型イベントの実施
　　観光など体験型イベントの情報を移住ポータルサイトで発信
●イベント開催委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　ふるさとワーキングホリデー実施市町村の拡大、広域での交流会
　　の実施
●高知県ＵＩターンサポートセンター運営費補助金　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　デジタルマーケティングの活用
　　マーケティングコンサルタントの活用によるプロモーション戦略の強化
　　県の観光等のサイトとのデータ連携により、新たな移住関心層を
　　掘り起こし
　　SNSや位置情報などを活用したターゲティング広告の配信を拡大
　　移住ポータルサイトのコンテンツの魅力化
　　若者・女性に訴求するテーマ別イベントや農林水産業フェア等の
　　実施

　相談体制の充実強化
　　ＵＩターンサポートセンターの大阪窓口等の相談体制の強化
　　ふるさと回帰支援センターでの市町村個別相談会の開催

●移住支援事業負担金　　　　　　　　　　　　　　  
　　東京23区から地方の担い手として移住し、起業や就業する方
　　への支援
●移住促進事業費補助金　　　　　　　　　　　　　   　
　　地域移住サポーターや移住支援ネットワークのさらなる活用に
　　より、市町村の定住施策を後押し（県域での交流会等）
          ※移住相談員の配置等は 「人口減少対策総合交付金」 に移行

１　若者や女性をターゲットとした情報発信
　  SNSを活用したターゲティング広告の配信
　 を拡大  【再掲】 
　  ・本県に移住した若者や女性の活躍を
　　　　動画等で情報発信
　 移住ポータルサイトのコンテンツの魅力化
   　【再掲】
　  ・若者や女性に特化したコンテンツを新設
　 若者や女性に訴求するテーマ別イベントの　
　 実施   【再掲】
   ・先輩移住者との交流会、婚活イベント等

２　切れ目のないＵターン促進プロモーション
　　 の実施
　 帰省時期の位置情報等を活用した
　 ターゲティング 広告の配信を拡大 【再掲】
　 帰省時期のプロモーションによる気運醸成　　
　（                 キャンペーンの継続）
　　・移住支援特使によるＰＲ、空港やJR､
　　　SA、よさこい等の場を活用した広報
　 転出者の多い関西圏での相談会の開催
　 県内在住の家族等への広報

３　各市町村の実情に応じた取組の強化
    「人口減少対策総合交付金」 により、
    Ｕターンや若者・女性の移住促進に積極
    的に取り組む市町村を強力に支援

目標 移住者数
の推移

《戦略の柱と移住･定住に向けた取組イメージ》

・市町村や民間団体等と連携した受入体制の充実
・定住や地域での活躍をフォロー

《強化のポイント》

県外からの移住者数 出発点(R4)1,730人 ⇒ 　4年後　(R9)3,000人以上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　 ⇒ 10年後(R15)5,000人以上

目指す姿 県外からのＵターン者やＩターン者、特に若者や女性の増加による地域と経済の活性化

戦略の柱１　裾野を広げる

５　　　　　　　　移 住 ・ 定 住

戦略の柱１～３の横断的な取組
Ｕターン候補者や若者、女性への

アプローチ

・地域の人材ニーズの掘り起こしとマッチング力の向上
・県、ＵＩターンサポートセンター、市町村、産業団体が
　　　　　連携したきめ細かな相談対応

Ｕ・Iターン促進につながる魅力的なイベントの実施

　観光等の各種プロモーションと連携したアプローチ

　ターゲットのニーズに合わせた情報発信

戦略の柱２　マッチングの強化を図る

３　　  フェア・相談会・交流会への参加促進

２　　　 移住ポータルサイト・SNSへの取り込み

デジタルマーケティングを活用し
　　　　　　　　　新たな関心層を獲得

興味・関心を喚起する情報を発信

4  　　　　　　　　　　顧  客  化

戦略の柱３　受入体制､受入環境を整備する

移住に向けた行動に誘導

マッチングの精度向上により移住を後押し

豊富な仕事と住まいを提供し
                           移住･定住を支援

  1  　　　　　　　交流人口・関係人口の拡大
新

拡

新

新

新

拡

拡

新
新

拡

拡

拡

拡

　若者の定着・増加に向けた移住促進   ≪移住促進課≫
　R6当初予算額　309,904千円

１　交流人口から関係人口に誘導する
　　 ためのアプローチの強化　
　・地域を訪れる行動を喚起するとともに
　  地域との関わりを深める体験の機会
　  を創出
２　デジタルマーケティングを活用した
   　新たな関心層の獲得
　・マーケティングの強化により、ターゲティ
　　ングの精度を向上させる
３　ターゲット層を意識した情報発信の
　　 拡大

  新たな関心層への
 アプローチの拡大　ポイント　１  

１　相談から移住につなげるマッチング
　　 の精度向上
・UIターンサポートセンターの相談体制の
 強化と市町村の相談機能の充実

　きめ細かな相談
　体制の強化ポイント　２

１　仕事と住まいの確保に向けた取組
　　 のさらなる強化
・地域おこし協力隊や特定地域づくり事業
　協同組合のさらなる活用 
・中山間地域における起業や継業を支援
・電力データを活用した空き家調査により
  市町村の空き家の掘り起こしを強化
２　各市町村の定住施策を後押しする
　　 支援の強化

　仕事と住まいの確保
　策や定住支援の強化ポイント　３

《主な事業（移住促進事業費）》

ポイント　１  

ポイント　２  

ポイント　３  

新

新

拡

H23 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5
120組
241人

816組
1,198人

934組
1,325人

1,030組
1,475人

963組
1,394人

1,167組
1,638人

1,185組
1,730人

1,437組
1,930人
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〇 交通費等支援制度による支援
　　県外学生の県内での就職活動に　
　係る交通費・宿泊費の補助により、　
　企業説明会やインターンシップ等へ
　の参加の後押し

〇 こうち学生登録促進の取組
・ メルマガ等での定期的な情報
発信

・ 高知ふるさと便キャンペーンによ
る登録者増

〇 就職支援協定大学や協力大
学を通じた情報発信

〇 SNS「高知家のおしごと」や情
報誌による情報発信

学
生
・
保
護
者
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ

③

企業の
対応ｽﾃｰｼﾞ

■県内就職の可能性を潜在的に有する
　学生等へのデジタル広告の発信／
　サイトコンテンツ等充実
○ デジタル広告の発信
若手先輩社員の声や暮らしの紹介と
いった高知で働くことの多様な魅力・
情報を、高知に就職するかまだ決め
かねている学生や保護者に向けても
デジタル広告で効果的に発信

○ 学生サイトのコンテンツ充実等
　　今までは県内就職への関心が高い　
層向けのコンテンツが主だったが、デジ
タル広告から誘導した「高知に就職す
るかまだ決めかねている学生」向けの
コンテンツの充実や見せ方を工夫して、
それらの学生のサイト内の回遊を促進
し、県内就職への関心を高める

⇒ 学生サイトの認知度向上と活用促
進、「こうち学生登録」登録の促進

デジタルマーケティングの手法
を活用した情報発信の強化

　〇 新卒採用力向上セミナーの実施 
　　　　　県内企業の採用活動の状況に合わせ、採用計画の設計から内定・入社までの一連の採用活動スキルを高める体系的セミナーを実施

〔セミナーテーマ〕

ｲﾍﾞﾝﾄなどの情報を発信し
参加を誘導

〇 「高知で就職！応援プロ
ジェクト」による広報

〇 保護者向け就活サポート   
セミナーの実施 〔1回〕

○ 県内大学における、県内企
業を知ってもらうための講
義・イベント等の実施
〔高知大学で新たな講義を
開催〕

民間主催の就職イベントや各企業
が実施する説明会等

・ 民間の職業紹介事業者や国・企
業が行う就職説明会、インターン
シップ等

・（一社）高知県UIターンサポート
センター主催の「就職・転職フェア」
での学生向けブース出展

R６取組の全体像
学生の

行動ｽﾃｰｼﾞ

拡

インターンシップ企画新卒採用設計 採用コミュニケーション設計情報発信・プレゼン力向上

セミナーでの学びを実際の採用活動で活かしていくための個別アフターフォローの実施

企
業
へ
の
支
援

〇 「高知求人ネット」学生サイトでの情報発信　（就職支援コーディネーターによる掲載企業情報の掘り起こし・内容の充実）　

〇 就職支援コーディネーターによる伴走支援　（学生・保護者の相談対応、相談内容に応じた採用情報の紹介など）

〇 大学職員と県内企業の就職情報交換会　〔1回〕

・奨学金を返還している県内企業の従業員に対し、県内企業と県が
協働して、奨学金返還額の一部を助成する制度を創設
・内定前の学生のうちから支援候補者として登録いただくことで、
県内就職へ誘導

奨学金返還支援制度の創設

〇 ものづくり動画の制作・活用
　製紙業や誘致企業のものづくりをテーマ
とした小学生向けの動画を制作
⇒ 授業での活用、工場見学等の実施

・活用事例の学校現場への周知
・子ども向けイベントでの動画周知　等

　身の回りのことを柔軟に吸収し、関心や
意欲を高めていく段階の子どもたちに

★「ものづくり」の楽しさや素晴ら
　しさを知ってもらう機会を提供

★高知のものづくりに興味を持ってもら
　い、将来の職業選択の選択肢
　の一つにつなげる

★教員や保護者など、子どもの成長
に影響力のある大人にも「高知
のものづくり」について知っていた
だく

新

◆ 県内出身県外大学生等の県内就職率（Ｕターン）
出発点（R4：R5.3卒）21.3% 
→ ４年後（R9：R10.3卒）24.0%

◆ 県外出身県外大学生等の県内就職率（Ｉターン）
出発点（R4：R5.3卒）181人
→ ４年後（R9：R10.3卒）220人

STEP 0　
（大学入学以前）

高知の仕事について知る

　学生への県内就職に関する情報発信や就活イベントの実施、県内企業の採用力向上の支援などに取り組んできた結果、県内出身県外大学生の
県内就職率は、少しずつではあるが伸びてきている（R2:19.3％ → R3:19.6％ → R4:21.3％）が、次のような課題に対応していく必要がある
（１）キャリア教育を一層推進し、高知に様々な仕事があることを子どもたちが知り、地域への愛着や誇りを育成していくことが必要
（２）県内就職に興味・関心を持つ学生に県内企業情報を届けるだけでなく、就職についてまだ具体像を描けていない学生にも本県で働く魅力など 

の情報をしっかりと届け、囲い込んでいく必要
（３）学生を地元就職に誘導するための奨学金返還支援に多くの自治体が取り組む中、他県との競争に負けないためにも、本県でも奨学金返還　

支援に取り組んでいくことが必要
（４）全国で人材獲得競争が激化する中、企業の採用力を高めるための支援が必要

動画のねらい

活用促進のための取組

STEP 1
採用ターゲットや自社の魅力を分析する

STEP 2　
魅力的に見せる手法を身につける

STEP 3
企業情報を広く発信し、学生を囲い込む

STEP 4　
選考・採用

STEP 1　
県内企業や県内就職に興味を持つ

STEP 2　
自ら情報を探しに行く

STEP 3　
具体的に企業を知る

STEP 4　
就職活動・就職する

第５期計画（令和９年度）のKPI現状・課題

　県内の仕事の魅力発信と新規学卒者等の県内就職の促進

New

拡

新

拡

  《商工政策課》
　R6当初予算額　52,231千円
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　柱Ⅱ　女性が活躍できる環境づくりの推進

　４. 働きやすい職場づくりの推進 　５. 女性の登用促進

 女性活躍推進計画アクションプランの概要

　１. 女性の経済的基盤の確立

▽きめ細かな就労支援
　・高知家の女性しごと応援室による就労支援
　　市町村と連携したセミナー開催
　・ジョブカフェこうち、福祉人材センターによる就職支援

生活基盤の安定に向けたきめ細かな相談・就業支援
　２. 女性の活躍の場の拡大

▽デジタル分野の技術習得・就業支援
 ・女性を対象としたデジタル技術のリスキリング支援、
　 就職マッチング支援
 ・高知デジタルカレッジに女性が受講しやすい仕組みを導入

▽IT・コンテンツ企業の誘致の推進
 ・IT・コンテンツ企業の立地経費への助成　　　

就業の場の拡大と人材育成

　３. ライフステージに応じた女性の就業継続
就業継続・職場復帰への支援 

▽リカレント教育、リスキリングの機会の提供
 ・土佐まるごとビジネスアカデミー　　　・女性を対象としたデジタル技術のリスキリング支援、就職マッチング支援(再掲）

女性のキャリア形成支援

▽各分野における女性の人材育成
　・女性管理職等のネットワークづくりと人材育成(再掲)

意思決定の場への女性の参画促進多様な人材が活躍できる職場環境づくりの推進
▽働き方改革の推進　　　　　　　
　・多様な人材活躍のための環境整備への支援
　・社労士等のコンサルティングによる伴走支援

▽育児・介護と仕事を両立できる環境づくり
  ・子育て支援の情報発信（プレマnetなど）
　・ファミリー・サポート・センターによる支援　　　 

育児・介護との両立を支える環境整備

▽育休取得者の両立に向けた不安解消
 　・育児休業の取得を促進するための研修
▽男性の家事・育児等のスキルアップ支援
 　・男性向け家事・介護基礎講座の開催
　 ・男性インフルエンサーによる情報発信

▽多様な人材活躍に向けた経営者の意識醸成
　 ・働き方改革トップセミナー
▽育児と仕事の両立への相互理解の促進
 　・男性の育児休業取得を促進するTVCM等
   ・育児休業を取得促進するための研修

＜取組の方向性＞
　　性別にかかわりなく社会や職場、家庭、地域で自分らしく活躍できる社会づくりを目指し、施策の
　　一つ目の柱に『女性の活躍に向けた意識改革の推進』を掲げ、高知県全体で女性の活躍を推進
　　する風土づくりに取り組む

▽キャリアアップに向けた啓発
 　・女性管理職等のネットワークづくりと人材育成
　 ・女性の活躍応援セミナー
▽中山間地域でのつながり支援
　 ・出張カフェの開設による女性の交流促進等

▽キャリア・ライフデザインについての啓発
　 ・大学生向けキャリア形成セミナー
　 ・ライフデザインに関する啓発リーフレット配布
▽様々な分野における仕事の魅力発信
　

▽就業継続・職場復帰に向けた相談支援
  ・高知家の女性しごと応援室による就労支援(再掲)
　・ひとり親家庭支援センターによる相談支援(再掲)

▽経営者の意識啓発　
　・働き方改革トップセミナー(再掲)
　・高知県ワークライフバランス推進企業（女性の活躍推進部門）の普及拡大

▽働きやすい職場づくりに取り組む企業の顕彰
 ・高知県ワークライフバランス推進企業の普及拡大
 ・福祉・介護事業所認証評価制度の取得促進　

▽一次産業や建設業における活躍の場の拡大　
　＜農業＞
　・女性が働きやすい環境整備への支援
　・宿泊短期研修(体験型)女性向けメニューの実施
　＜林業＞
　・女性が働きやすい環境整備への支援　
　・女性をターゲットとした「こうちフォレストスクール」
　＜水産業＞
　・女性が働きやすい職場づくりに向けた専門家派遣　
　・女性就業者の意見交換会

新
拡

拡

拡

新

新

拡

拡
新 新拡

　柱Ⅰ　女性の活躍に向けた意識改革の推進

分野別の男女平等意識(R元)　｢家庭または職場生活において男女の地位が平等である｣と答えた人の割合
　家庭生活：35.2％(男性41.2％／女性30.6％)　職場生活：34.3％(男性39.1％／女性30.6％)

 

新

拡

KPI／男女の賃金格差　R7：85％　　　

KPI／未就学の子がいる男性の平日の家事・育児関連時間
（妻を100としたときの夫の割合）R7：55％

KPI／県内企業における男性の
育児休業取得率　R７：50％　　　

KPI／ワークライフバランス推進企業認証制度の
女性活躍推進部門取得企業数　R7：90社　　　

KPI／ワークライフバランス推進延べ認証企業数　R7：840社　　　 KPI／県内企業における女性の管理職割合　R7：35％　　　

⇒夫と妻の負担には大きな開きがあるが、本県では男性の家事・育児に対する意識の変化がうかがえる

▽市町村への計画策定支援
 　・訪問や情報提供等による計画策定支援
▽市町村による両立支援の促進
 　・人口減少対策総合交付金（共働き・
　　 共育ての推進等）

KPI／女性活躍推進計画策定市町村の割合
R7：市100％、町村70％以上　　　

拡

　＜目指す姿＞
　　・女性が自らの希望や意思に基づいて人生を選択し、個性や能力を最大限に発揮できる高知県
　　・オール高知で社会や職場での女性の活躍を後押しし、日本一女性が活躍できる高知県

目指す姿・取組の方向性アクションプラン策定の背景
＜アクションプラン策定の背景＞
●女性のライフスタイルが多様化しており、経済的基盤の確立に向けた、それぞれの状況に応じた支援が重要
●生産年齢人口が減少するなか、地域経済の発展のためにも女性活躍の推進は不可欠
●一方で、「男性は仕事、女性は家庭」というような固定的な性別役割分担意識が存在し、女性の社会での
　活躍の機会を阻害する要因の一つとなっている
　

＜本県の特徴＞
○本県は、女性の有業率が73.6％と全国平均に比べ高く、女性の管理職割合は全国２位
○民間調査の「男性の家事・育児ランキング」で全国1位
○６歳未満の子がいる家事・育児関連時間　高知県(R3)夫147分／妻424分　（H28)夫79分／妻433分
　

▽ひとり親支援
  ・ひとり親家庭支援センターによる相談支援
▽困難な問題を抱える女性への支援
  ・女性相談支援センターによる相談・自立支援

＜計画期間＞令和５～７年度（３か年）

５．市町村における意識醸成 ４．次世代へのキャリア教育・啓発 ３．女性への勇気づけ(エンカレッジ)２．男性の家庭・地域での活躍促進１．職場風土の改革

〔人権・男女共同参画課〕

新

新

＜建設業＞
・総合評価における加点対象(女性技術者の配置等)工事の拡大
・新たな仕事(建設ディレクター)の導入支援    　・若手・女性技術者が活躍できるデジタル技術の講習会開催

新

新

新

新

拡

▽起業に向けた支援
 ・「こうちスタートアップパーク」における中山間地域の方や
　 女性を対象とした起業プログラム実施
 ・中山間地域での生業づくりを対象とした支援　　新
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○交付率：原則、１／２○交付率：原則、２／３

　Ⅱ　連携加算型

高知県人口減少対策総合交付金
○本県では、34歳以下の人口が直近10年間で約２割減。このうち、20～34歳の人口は　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

年平均で約2,400人ずつ減少。
　 また、令和4年の出生数は47都道府県で最少となり、年間出生数が30人未満の市町村は
　20市町村にのぼるなど、若年層を中心とした人口の減少が深刻化
○こうした現状に歯止めをかけ、地域に若者が増えた持続可能な人口構造への転換を図るためには                                        

県と市町村が目標を共有し、ベクトルを合わせ、連携して取り組むことが必要

○市町村が地域の実情に合わせて実施する人口減少対策を総合的に支援　　　　
　　【交付対象事業】①若者の定着・増加、②婚姻数の増加、③出生数の増加、④共働き共育ての推進　　＊新規・拡充事業が対象

○全ての市町村に配分する「Ⅰ基本配分型」と、県の掲げる目標（若者（34歳以下）の増加、出生数の増加）の達成につながる取り
組みに加算する「Ⅱ連携加算型(手挙げ)」の２つで構成

○人口割、均等割等により、全ての市町
村に配分

　[交付額：300～7,500万円程度/年]

○交付対象事業（上記①～④の目的に
資するもの）に該当すれば、市町村の
裁量で活用可

　Ⅰ　基本配分型＜ソフト＞　　

107,135
93,745 84,780

82,612

112,228
102,380

94,157
92,032

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

■34歳以下人口の推移
高知市以外 高知市

174,644
178,937196,125

219,363

（人）

出典：国勢調査および県推計人口

・直近10年間で約２割減
・約4,500人/年ずつ減少
直近10年間で約２割

減

高知県人口減少対策総合交付金（事業期間：R6～9年度の4年間）新

(1) 連携加算型＜ソフト＞

○1市町村あたりの交付額（上限）　：4年間（R6～9）通算
　　・人口1万人未満　　5,000万円　　　　　　　　
　　・人口１万人以上　　１億円
○県の掲げる目標の達成につながる取り組みであって、次のAまたはBに該当する事業
　A：県が直接実施する取り組みと連携することでさらなる相乗効果が期待される事業
　B：市町村が創意工夫を凝らして独自に実施する先駆的事業
　

○市町村は数値目標を設定した事業計画を作成
　 ▶目標設定に必要なデータの提供や、県・国の施策の情報提供、市町村が実施する施策への助言
　　　 など、市町村の計画づくりを県がサポート

※　

(2) 連携加算型＜ハード＞

※ ※

ハードの交付額は、Ⅱ全体の50％未満

※知事特認による嵩上げ・加算あり

中山間地域対策課
R6当初予算額：10億円

【予算：4億円】 【予算：６億円】
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地域団体
(商工会、農協、社協等)

集落活動センターの取り組み概要

集
落

集
落

集
落

旧小学校区単位を想定
（集落連携による活動）

集落活動の拠点

道の駅
直販所

地域の
事業者

ＮＰＯ・
団体

ボランティア
グループ

農林水産業
従事者

連携集落内の組織や個人との連携した取り組み

地域住民が主体となって、旧小学校や集会所等を拠点に、地域外の人材等を活用しながら、近隣の集落との連携を図り、
生活、福祉、産業、防災などの活動について、それぞれの地域の課題やニーズに応じて総合的に地域ぐるみで取り組む仕組み

集落活動センターとは

集落活動センターのポイント

集落活動センター

①主役は、地域住民の皆さま

主役である住民の皆様と市町村の
一体となった取り組みを支援

②活動は地域のオーダーメイド

住民の皆さまの話し合いから生まれ
たアイデアや提案を取り組みに繋げ
る仕組み

③皆さまの集まりやすい場所が
　 活動の中心
集会所や廃校となった施設など、住
民の皆さまが自然と集い、語り合え
る場所が拠点

④様々な人材を活用

住民の皆さまと一緒に取り組むＵ
ターン、移住者など地域外の人材の
導入

⑤集落の連携による取り組み

近隣の集落が互いに連携し、助け
合うことにより、今までできなかった
ことが可能になる取り組み

高
知
県

産業

福祉

生活

防災

医療

・

全
庁
挙
げ
て
集
落
活
動
セ
ン
タ
ー
の
取
り
組
み
を
支
援　
　
　
　

市　町　村

支
援

市町村と緊密に連携

皆さまのその一歩が
　　　集落の未来をかえる！！

支
援

活動の推進役

地域リーダー 地元有志、スタッフ

⑤防災活動
・防災研修、自主防災活動の実施
・防災拠点づくり
・ヘリポートの整備・活用

②生活支援サービス
・食料品、ガソリン等の店舗経営
・移動販売、配食サービスの実施
・公共交通空白地有償運送等の
 移動手段の確保　

民生委員

④健康づくり活動
・健康づくり事業の実施
・健康づくり活動の拠点づくり

集落内への波及効果が大きい取り組み

集落活動センターによる集落維持の仕組み

・草刈り、清掃作業等の共同作業の実施
・よろずサービスの実施　　

①集落活動サポート

⑥鳥獣被害対策
・集落ぐるみの防除対策の実施
・ジビエ（シカ肉、シシ肉等）の取り組み

⑦観光交流活動・定住サポート
・自然や食等の体験メニューづくり
・宿泊施設や農家食堂等の運営、交流
イベントの実施
・空き家情報収集やお試し滞在サポート

⑩エネルギー資源活用
・小水力、太陽光発電等の導入
・エネルギーの売電等の仕組みづくり

⑧農林水産物の生産・販売
・集落営農　　・耕作放棄地の解消
・地域資源を生かした有望品目づくり　
・薬草、山菜など新たな作物への挑戦　　

⑨特産品づくり・販売
・地域資源を生かした加工品づくり
・直販所の開設、運営　　

⑪その他の活動
・冠婚葬祭サービスの実施
・行政業務等の受託

加工
グループ

地元商店
量販店

③安心・安全サポート
・高齢者等の見守り活動の実施
・あったかふれあいセンターとの
 連携
・サロンなど集いの場づくり

病院・
診療所

婦人会・老
人クラブ等

・財政支援

・アドバイザーの派遣

・研修会の開催

・支援チームによる支援

・情報発信による支援
　　　　ｅｔｃ　　　

センターごとの課題
やニーズに応じて、
きめ細やかな支援

地域おこし協力隊・集落支援員
（事務局・実動）
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